
追加型投信／内外／株式

1/12

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

2021/2/24 2021/8/23 2022/2/19 2022/8/18 2023/2/14 2023/8/13

分配⾦再投資基準価額 基準価額

■設定来の基準価額の推移

■分配実績（1万⼝当たり、税引前）

■基準価額（税引前分配⾦再投資）の騰落率

• 基準価額は信託報酬控除後の値です。信託報酬率については上記「信託報酬」欄をご参照ください。
• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
• 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。
• 設定来騰落率は設定⽇前⽇との⽐較です。

• 基準価額および純資産総額︓ベビーファンドベース

• 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない場合があります。

1ヵ⽉ 3ヵ⽉ 6ヵ⽉ 1年 3年 設定来
ファンド 3.74% 0.37% 4.73% 7.78% － 3.90%

決算期 分配⾦

設定来累計

第29期(2023年7⽉20⽇) 0円

100円

0円第30期(2023年8⽉21⽇)
第31期(2023年9⽉20⽇) 0円
第32期(2023年10⽉20⽇) 0円
第33期(2023年11⽉20⽇) 0円

基 準 価 額
純 資 産 総 額

10,291円
133(百万円)

• 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
• 設定⽇前⽇を10,000として指数化。

作成基準⽇︓2023年11⽉30⽇

上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

設 定 ⽇
信 託 期 間
決 算 ⽇
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.837％（税抜1.67％）

2031年6⽉20⽇まで
2021年2⽉25⽇

原則、毎⽉20⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
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上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。
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情報技術
⾦融
⼀般消費財・サービス
資本財・サービス
ヘルスケア
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コミュニケーション・サービス
⽣活必需品
不動産
公益事業
エネルギー
キャッシュ等
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中国
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台湾
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韓国
⾹港
タイ
インドネシア
シンガポール
その他
キャッシュ等

※ 上記データは全てベビーファンドの状況（コール・ローン、キャッシュ等を除く）であり、マザーファンドの当該資産のうちベビーファンドに属するとみなした額を基に計算しています。
業種はGICS（世界産業分類基準）の分類に基づいて表記しています。組⼊⽐率グラフは、四捨五⼊して表⽰しているため、合計が100%にならないことがあります。

※ 同⼀企業が発⾏する種類の異なる株式等（優先株・普通株等）を組み⼊れることがあり、それらは個別の銘柄として記載しております。

■組⼊上位銘柄

■国／地域別組⼊⽐率 ■業種別組⼊⽐率

■⽉次コメント

(銘柄数: 102銘柄)
銘柄名 国／地域 業種 投資⽐率

1 台湾セミコンダクター 台湾                       情報技術 5.9%
2 サムスン電⼦ 韓国                       情報技術 4.6%
3 テンセント・ホールディングス 中国 コミュニケーション・サービス 3.8%
4 BHPグループ オーストラリア              素材 2.8%
5 HDFC銀⾏ インド                      ⾦融 2.8%
6 CSL オーストラリア              ヘルスケア 2.3%
7 AIAグループ ⾹港                       ⾦融 2.2%
8 アリババ・グループ・ホールディング 中国 ⼀般消費財・サービス 2.2%
9 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ ⽇本                       ⾦融 1.9%
10 メディアテック 台湾                       情報技術 1.9%

作成基準⽇︓2023年11⽉30⽇

マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

【市場概況】
＜⽇本株式＞11⽉は⽶国の主要経済指標が市場予想を下回ったことでFRBの利上げ観測が後退、⽶⻑期⾦利の低下を背景とした世界的な株⾼の流れを受けて⽇
本株も⼤幅上昇となりました。TOPIX（配当込み）は5.4%の上昇でした。業種動向としては、テクノロジー関連が強く、精密機器、電気機器などが上昇相場をけん引し
たほか、サービスや資源関連、機械や⾃動⾞関連なども上昇しました。⼀⽅で⾦利低下を受けて銀⾏、その他⾦融、保険などが弱く、⾷料品、陸運、公益などのディフェ
ンシブ業種も軟調でした。前⽉からのリバーサル傾向が強く、⼤型グロース株が⼤きく上昇し、サイズでは⼤型株優位、スタイルではグロース株が⽐較的⼤きくバリュー株をア
ウトパフォームする結果になりました。
＜アジアパシフィック株式＞11⽉のアジアパシフィック(除く⽇本)株式市場は上昇して終えました。インフレの減速基調が継続したことで、⾦利がピークに達したとの⾒⽅が広
がったことが⽀援材料となりました。国別市場では、⾦利低下を背景にテクノロジー関連銘柄が上昇を牽引したことで、主に韓国と台湾が優位な展開となりました。その他
では、広範な銘柄が上昇したことや豪ドル⾼等が追い⾵となり、オーストラリアが堅調に推移しました。(株式市場の騰落は⽶ドルベース。)

【市場⾒通しと投資⽅針】
＜⽇本株式＞⽇本企業の業績に関してですが、上期決算は円安の恩恵もあり2桁の営業増益で着地しており、今期についても過去最⾼益の更新が⾒込まれます。⼀
⽅、マクロ⾯では、各国中央銀⾏による⾦利引き上げに伴う世界景気の減速懸念があり、円安も⾜元では⼀服の動きとなっています。⽇本株については、企業の設備投
資は⽐較的堅調に推移しており、インバウンドを含めた内需の回復などを背景に、⾼値圏でもみ合う展開を予想します。
＜アジアパシフィック株式＞国別で、インドは、固定資産投資等の政府⽀出が主に寄与し景気拡⼤が続いているほか、将来的には⼈⼝動態の変化や「チャイナ・プラスワ
ン（海外拠点を中国以外の国・地域へ分散してリスク回避を図る経営戦略）」の潮流から恩恵を受ける可能性があります。インド準備銀⾏（インド中央銀⾏）は11⽉、
消費者向け無担保ローンに関連する⾃⼰資本規制⽐率を引き上げ、⾦融セクターに与える影響が注⽬されています。しかし、このようなローンはフィンテック企業や⾮銀⾏
系⾦融機関が提供するケースが多く、当ファンドの主要投資先である⼤⼿銀⾏への影響は限定的であると⾒ています。また、ESGの観点からオーストラリア企業を引き続
き選好しており、持続可能な成⻑戦略を掲げる企業や⾼い配当利回りを提供する企業に対して主に投資を⾏っています。その他、ハイテク株の構成⽐率が⾼い台湾や
韓国については、テクノロジー企業は在庫調整の影響を受けて厳しい局⾯を迎えており、⼀部の優良企業への投資に留まっています。ただ、ChatGPTの成功やAI関連分
野への注⽬の⾼まりは、魅⼒的な投資機会の存在を⽰唆しており、市場動向に応じてポジションを調整していく⽅針です。こうした環境下、アジアパシフィック地域は⼀時
的に変動性の⾼い市場展開となる可能性はありますが、⻑期的には⾼い成⻑余地を持つ地域であるとの考えを維持しています。

当ファンドは、⽇本を含むアジアパシフィック諸国の株式を実質的な主要投資対象としています。株式の銘柄選択にあたっては、定性評価におけるESG（環境・社会・ガ
バナンス）の観点を加味し、持続的に利益の成⻑が期待されると判断する企業に投資を⾏うことで、中⻑期的な信託財産の成⻑を⽬指していきます。
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■組⼊上位10銘柄の銘柄概要とESGポイント

※ 同⼀企業が発⾏する種類の異なる株式等（優先株・普通株等）を組み⼊れることがあり、それらは個別の銘柄として記載しております。
※ 上記の銘柄は、参考として掲載するものであり、個別銘柄の推奨もしくは当該銘柄の株価の上昇⼜は下落を⽰唆することを⽬的とするもので

はありません。また、当ファンドが当該銘柄を常に保有していることを⽰すものではなく、当ファンドが今後当該銘柄に対して何らかの投資活動を
とるかどうかについて⼀切⾔及もしくは⽰唆するものではありません。

作成基準⽇︓2023年11⽉30⽇

上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を保証するものではありません。最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご参照ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

組⼊銘柄 国／地域 業種

台湾の無線通信およびデジタルマルチメディア向け半導体メーカー。同社のように、⾃社製品の研究開発に投資を⾏うだけでなく、従業員にも、積極的
に継続学習やトレーニングの機会を提供し、職業の魅⼒ある選択肢となるよう注⼒している点を評価している。

コンピューター、電⼦製品等向けのウエハーを製造する台湾の半導体メーカー。安定的かつ持続可能な配当政策を執るなど、積極的な株主還元策を
進めていること、そして株主を含む様々なステークホルダー(利害関係者)を意識した経営を⾏っていることを評価している。

半導体、携帯電話等、電⼦部品・製品を製造する韓国の⼤⼿電⼦機器メーカー。財閥系企業はガバナンスの基準が低い可能性が指摘できるが、同
社のガバナンスは改善基調にあると判断している。例えば、配当政策や、⾃社株買い、またその後の償却など、株主還元策を評価している。

ソーシャル・ネットワーキングや電⼦商取引市場を運営する中国の情報技術⼤⼿。経営陣が、中核事業に経営資源を集中、透明性の⾼い堅実な経
営を⾏っている点を⾼く評価している。その他、社会性を重視したゲーム・コンテンツの選択や環境負荷を考慮した⾷品配送⼿段を⽴案するなど、様々
な施策を取っている。

⽯炭、鉄鉱⽯、⾦などの鉱物資源や⽯油の探鉱および⽣産を⼿掛ける資源会社。優秀な経営陣を擁し、環境保護への対策や安全管理を重視した
経営を⾏っている資源会社であると評価している。また経年的に⼀般炭事業の依存度を減らしており、将来的には環境負荷も考慮し、⼀般炭事業か
らの撤退も視野に⼊れている。

インドの商業銀⾏。デジタル化と地⽅⽀店への多額の投資により、国内のより幅広い⼈⼝層に⾦融(預⾦や間接融資等)を普及させることが可能にな
ると考える。これが⼈々にとって持続可能な⽣計を⽴てる上で重要な資源としての資⾦調達となっており、同⾏が社会の持続的発展に貢献している点
を評価している。

オーストラリアの医薬品会社。研究開発への継続的な投資により、⽣命を救う信頼性の⾼い製品を安定的に供給することができ、⻑期的に持続可能
なビジネスを展開している。品質と安全性の維持、および規制当局の監査要件の達成等の社会的責任を果たすべくイノベーションに注⼒している点を
評価している。

10 メディアテック 台湾                     情報技術

7 AIAグループ ⾹港                     ⾦融

8 アリババ・グループ・ホールディング 中国 ⼀般消費財・サービス

9 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ ⽇本                     ⾦融

⽣命保険や健康管理サービスを提供する、⾹港の⽣命保険・⾦融サービス会社。保険契約者の健康管理とライフスタイルの追求を奨励、保険契約
者の健康増進を促す活動を実施している点を評価している。

ネット通販、オンライン⾦融などのサービスを提供する中国の電⼦商取引⼤⼿。eコマース業界で他社と⽐較し、収益性の向上だけでなく、ステークホル
ダー（利害関係者）全体を意識した事業展開を⾏っていると評価している。また、ガバナンスの向上や社会的に責任ある企業活動を⾏う様々な活動
も⾏っている。

財務の健全性が⾼く、株主還元にも積極的で、国際業務での成⻑期待を有する⾦融グループ。社外アドバイザーの招聘などステークホルダー・エンゲー
ジメント機能を強化。

4 BHPグループ オーストラリア            素材

5 HDFC銀⾏ インド                    ⾦融

6 CSL オーストラリア            ヘルスケア

1 台湾セミコンダクター 台湾                     情報技術

2 サムスン電⼦ 韓国                     情報技術

3 テンセント・ホールディングス 中国 コミュニケーション・サービス
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マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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■投資リスク

販売⽤資料（⽉次改訂）

シュローダー・アジアパシフィック・エクセレント・カンパニーズ
マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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■投資リスク

販売⽤資料（⽉次改訂）

シュローダー・アジアパシフィック・エクセレント・カンパニーズ
マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、
ご⾃⾝でご判断ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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※お申込みの際は、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご確認ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）
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■ファンドの関係法⼈

委託会社︓シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 [設定・運⽤等]
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第90号
加⼊協会／⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社︓三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社 [信託財産の管理等］

販売会社︓販売会社については、下記ご参照（五⼗⾳順）。 ［募集の取扱い等］

本資料に関するご留意事項
■本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開⽰書
類ではありません。■投資信託は、⾦融機関の預貯⾦と異なり、元⾦および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預⾦または保険契約ではなく、預
⾦保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀⾏等登録⾦融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基⾦の⽀払対象で
はありません。■本資料に⽰されている運⽤実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。投資資産および投資に
よりもたらされる収益の価値は上⽅にも下⽅にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により投資価値が変動し
ます。■本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全性について、これを保
証するものではありません。■本資料中に記載されたシュローダーの⾒解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所⾒や展望を⽰すものであり、将来の動向
や予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変更する場合があります。■本資料中に個別銘柄についての⾔及がある
場合は例⽰を⽬的とするものであり、当該個別銘柄等の購⼊、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また当該銘柄の株価の上昇または下落等を
⽰唆するものでもありません。■本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは使⽤することが禁じられている場合があ
ります。第三者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提供者はいかなる責任を負うものではありませ
ん。■お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。

マンスリーレポート

シュローダー・
アジアパシフィック
ＥＳＧフォーカス・ファンド（予想分配⾦提⽰型）

登録番号 ⽇本証券業協会
⼀般社団法⼈

⽇本投資
顧問業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品

取引業協会
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○

⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBI新⽣銀⾏(委託⾦融商品取
引業者 株式会社SBI証券) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

⾦融商品取引業者等の名称

ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社

株式会社SBI証券




